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今 日の ドイツ経営経済学の停滞的状況は、学科の歴史的考察の希薄 さにある、 と指摘 されて久

しい。 さて、その経営経済学の方法論争史においては、第一次か ら第四次までが認 められている。

本小論では、新 しい科学の方法に注 目し、1970年 代初頭 に行われた第四次方法論争 の一 コマを紹

介す るものである。

第四次方法論争 の枠組み区分についてここでは、次の3点 を示 してお く。1)1.ア メ リカの新

しい分析科学である意思決定論 に基づ くハイネン(E.Heinen)の 「意思決定志向的経営経済学」

1968年 に対 し、ポパー(K.R.Popper)の 言 う批判的合理主義の立場からす るシャンツ(G.Schanz)の

「実践規範論 としての経営経済学批判」1973年 の論争。2.1970年 代前半の不安定な社会を総体

として把握 したフランクフル ト学派第二世代のハーバーマス(J.Habermas)が 言 う社会思想 に依拠

して、労働者の利 害を企業 目標 の中心に置 く 「労働志向的個別経済学」1974年 の主張に対 し、批

判的合理主義に基づく経営経済学 との論争。3.同 じハーバーマスの社会思想に依拠す るロイ ト

ル スベルガー(E.Loitlsberger>が 経営経済学に 「超経済的価値観 と規範」 を導入 しよ うとす る主張

1971年 と、さらに 「経営経 済学への規範的言明の導入」 を弁護す るシュテー レ(W.H.Staehle)

の主張1973年 に対 し、批判的合理主義の立場か ら、シャンツや フィッシャー ・ヴィンケル マン

(W.E.Fischer-Winkelmann)に よ り批判がなされた、新 しい規範 主義論争。

これ ら諸論争は、む ろん相互 に関連 し、まさしく重層的かつ相互批判的に行われ たのであ る。

ここで問題 としておきたい点は、シュテー レの方法である。つま りシュテー レは、1.一 義的に

批判的合理主義を排除す る思考様式ではな く、む しろ2.没 価値 的言明システムにおいて規範的

言明システムを導入す る体系構想の思考様式 をとることである。 この前者の思考様式 に関 して見

ると、社会科学方法論争の うち、1900年 初頭 に、社会科学の 目的や方法を巡 って行われた 「価値



判断論争」がある。 この 「論争」は、ヴェーバー(M.Weber)の 言 う社会科学の客観性 とシュモ ラ

ー(G.Schmoller)の 言 う倫理的な価値判断の妥当性 との二元性 の対立論争であった。 この対立論争

を受 けて、経営経済学第一次方法論争が行われた。 さらにこの 「価値判断論争」を引き継 いだ と

され る1961年 以降の 「実証主義論争」があ る。 この 「論争」は、ポパーが言 う批判的合理 主義の

立場か ら、反証 こそ科学の中核をな し、認識進歩 を主張するのに対 し、ア ドル ノ(Th.W.Adorno)

の言 う 「社 会の批判理論」では、本来の社会科学の方法は、対象 である社会的個別問題の批判や

実践的な働 きかけをも含 まねばならない と主張す る、対立論争である。 これ ら諸論争は、一方が

他方を排斥せん とす る二元性、二極化のままに終わってい る。 しか しかつてカン ト(I.Kant)は、

認識論上の古典的対立(分 別)、 つま り理性論(合 理論)対 経験論、実在論対観念論2)と い う二

元性の対立 を調停 し、批判哲学を確立 した ことは、周知の ところである。ここにおいてシュテー

レもまた、既述のよ うに、没価値的言明システムと規範的言明システムの二元性対立(分 別)に
、

おいて、一方を排斥す るのではな く、前者 に後者 を導入 し、調停 関係 に置くことにより、問題や

限界を留め るにせ よ、前者の持つ真価 と後者の持つそれ とを肯定 し、生か し直すとい う可能性 の

構想 に注 目しておきたいのである。

以下では、シュテー レの論文 「経営経済学への規範的言明の導入 に関す る弁護」1973年 の概

要 を示 し、資料 として、その全文 を紹介訳 出 してお くものである。3)

<概 要>1970年 代 に入 り、批判的合理主義 の立場を支持す る経営経済学に意見の一致が生 じ

た。そこでは、現代的科学理論の応用が問題 となる。 これに対 し、シュテー レは、新 しい科学理

論的な認識 を通 して、経営経済学に規範的言明の受容 を計ろ うとす る。

さて経営経済的言明 システムにおいて、規範的言明の導入要求 は、没価値の支持者 にとっては、

非科学的で、認識進歩を妨げるものとなる。 これに対 し、シュテー レによれば、経営経済学にお

ける規範的 ー価値評価的言明の導入拒否 と新実証主義的で分析的 な科学理論の無批判的受け入れ

は、経営経済学の憂慮すべき事態である。つま り価値中立的経営経済学は、支配知識 を産み出 し、

イデオ ロギー上の立場に基づいて、学問的行為 を正当化するもの となる。これ に対 し、かつて レ

ッフェルホ ルツ(J.Loffelholz)は、経営経済学においても、規範的 一価値評価的方法 の復興 を思い、

グラェゼ 一ル(B.Glaeser)は 、価値中立性 を持つ科学の性格は、社会的責任を含む科学のエー トス

と調和 しない、 とす る。

そこでシュテー レは、没価値的経営経済学 と規範的経営経済学 の相違を明 らかにするため、前

者の代表 と して ヴェーエ(G.Wohe)、 後者の代表 としてシェアー(J.F.Schar)を取 り上げる。 ヴェー

ノ

エによれば、経営経 済学は没価値的科学であ り、価値判断は個人的な信条告白を表す だけである。

「人間は 目的ではな く、む しろ手段」であ り、「企業はよ り大 きい収益、より高い収益性 とい う

目標のみを持つ」 とす る。一方シェアーに とり、総合経済的 目的が個別経済にとり決定的 となる。



シェアーは、彼の学説の規範的領域に個人主義の放棄 と社会連帯主義の方向性 を要求す る。彼 の

理想は、 自由な経済共同組合の利害において営まれる商業活動 である。

シェアーか らロイ トルスベル ガーに至 る科学者達は、経営経済学において規範的言明の導入 を

行ってきた。 これに対 し、シュテー レは、 これ ら規範主義者 の主張が、没価値的論者に より非難

され る3つ の論拠を上げる。そ して3つ の論拠に対 し、シュテー レは、反批判 を行 う。①規範的

ー価値評価的経営経済学は存在 でなく、当為 を研究す るので非科学的、 とす る論拠。②経営経済

学において、経済原則は没価値的経営経済学の同一性原則である。その他の原則は価値判断であ

り、許容で きない、 とす る論拠。③価値判断は個人的な信条である、 とす る論拠。

① について、シュテー レによれば、規範的 一価値評価的経営経済学は、存在 を没価値的に分析

し、成果 を固有の価値システムの尺度で測定することを任務 とす る。つま り存在 と当為の間の見

解の相違の調停に、一定の形成能力を示す、とす る。そこでシュテー レにより規範主義者 とされ

た ロイ トルスベルガーは、定式化 された価値前提 を所与 とし、経営経済学内の外成規範的(規 範

的一価値評価的)方 向を受 け入れない、 とす る。他方で、シュテー レによれ ば、経営経 済学が存

在科学であるとす る命題は、ー価値判断 を表 している4)の で、従 うことはで きない。本来、経営

経済学は存在状態の記述 と説明に留まるのではなく、規範的形成の勧めを入手すべ き、 とす る。

② について、 ヴェーエによれば、経営経済学は、経済主義的立場 と出会 う。経 済原則 は、倫理

的に中立である。 シュテー レによれば、 ここにおいて社会政策上の諸問題提起の排除戦略が取 ら

れているもの となる。 ここか ら経営経済学や社会科学の高度 な専門化が科学 と実践の間を疎遠 に

した、とす る。 それゆえシュテー レは、諸学科の言明を考慮 に入れ、課題志 向的で状況的な研究

発想 を弁護 し、幅広い認識対象 の形成の勧 めの入手を要求す る。

③ について、シュテー一レによれば、研究者の価値判断は避 けられない、とす る。経営経済学に

おける価値判断は、社会的秩序諸原則を受 け入れ るが、この諸原則は、合理的ではな く、形而上

学的に基礎づ けられ うる。つま り反証可能 な仮説 を持つ没価値的言明 とは逆 に、この諸原則 は、

厳密 な科学理論上の検査方法に支配 されない し、支配 されてはな らない、 とす る。 シュテー レは、

経験的事実 と主観的価値判断の分別を認めつつ、両者の調停 を計 ろうとす るのである。

以上、3つ の論拠に対す る論破の後、シュテーレは、 自らの価値 システムを経営経済的言 明シ

ステムの出発点 とする。つま り彼の言 う価値 システムとは、社 会的人格 主義5)で ある。 シュテ

ー レによれば
、民主的国家 における民主的な基本的立場は、継続的な民主化 を通 してのみ可能 と

なる。 この基本 的立場は、経済の部分システムではなく、 ドイ ツ連邦共和国の基本法にある共同

生活や共同労働 の民主的原則の導入を意味 している。具体的 には、その基本的立場は、基本法の

第一章、基本権 、人間の尊厳、第二章、人格の 自由である。そ して、民主主義の核心は、ブルー

ム(F.H.Blum)に よれば、連帯原則 と相互扶助原則である。

連帯原則は、経済原則 として、競争ではなく、協働、協同作業を意味する。連帯原則 を補 う相



互扶 助 原則 は 、 よ り小 さな生 活範 囲 を保 護 す る。 この連 帯原則 と相互扶 助原則 の価値観 は 、人格

に 由来 す る。 そ の人格 は 、人格 主義 の哲 学 的 方向 と一致 す る。 そ の人格 的価 値 は、変化 す る社 会

関係 に依存 して い るの で 、そ こか ら人 間の 共 同社 会責任 が導 き 出 され る。人 格主 義 の意 味 にお け

る人間 開放 の道 は、人格 主 義 の社会 政策 的 な 支持者 の考 え に通 じて い る。 ここか らシ ュテー レは 、

1973年 著 書 『組 織 と管 理 』6)で 、経営 経 済 学 は 、科学 そ れ 自体 の た め でな く、社 会 に 関す る科

学 の職務 機 能 に気づ くべ きで あ る、 とす る。 その ため経 営経済 的研 究 は、所 与の設 定 につ いて 目

的合 理 的行 動 を追求 す るので は な く、研 究成 果 は 、常に社 会 的 に関連づ け られ て い る、そ して研

究 成 果 が 自由 で あるた め に、社 会 の関与 の意 識 にお いて 営まれ る必 要 があ る、 とす る。

注)

1)第 四次方法論争はその他 に、シュタインマ ン(G.Steinmann)の 構成主義経営経済学や シュナィダー

(D.Schneider)の 企業者職能経営経済学の主張が挙げ られ る。

2)カ ン トが言 う理性論対経験論、実在論対観念論についての研究は、例えば、次の文献に挙げられている。

大江精三 『一般認識論 科学的形而上学への道』南窓社、1973年 、85一96ぺ 一ジ。

黒崎政男 『カン ト『純粋理性批判』入門』講談社選書メチエ192、 講談社、2000年85下96ぺ 一ジ。

森哲彦 「カン ト純粋理性批判の解 明」『研究紀要』(名 古屋市立大学人文社会学部).第17号 、2004年 、31

ー43ぺ 一ジ。

3)シ ュテー レ 「経営経済学への規範的言明の導入に関する弁護」について、わが国では、例 えば、次のよ

うな文献に、その論述がな されている。

永田誠 『経営経済学の方法』森山書店、1979年 、151-154ぺ 一ジ。

北村健之助 『現代 ドイツ経営経済学』 白桃書房、1982年 、151-167ぺ 一ジ。.

鈴木辰治 『経営経済学の理論と歴史』文眞堂、1987年 、260-266ぺ 一 ジ。

高田馨 『経営学の対象 と方法ー経営成果原理の方法論的省察一』千倉書房、1987年 、263ー267ぺ 一ジ。

森正紀 『生産性 と人間性 の経営経済学』中央経済社、1997年 、146ー149ぺ 一ジ。

海道 ノブチカ 『現代 ドイツ経営学』森山書店、2001年 、23-24ぺ 一ジ。

森哲彦 『ドイツ経営経済学』千倉書房、2003年 、37-38ぺ 一ジ。

4)シ ュテー レがここで言 うよ うに、存在科学 は価値判断を表 している、 とい う解釈は、「価値判断論争」

で問題 となった 「倫理的価値判断」の意味 とは異なるものである。

5)こ こに示 され ている社会 的人格主義には、ア一 レン ト(H.Arendt)の 公共性の復権 、ハ ーバー マス

(J.Habermas)の 市民的公共性思想、そ してベラー(R.N.Bellah)の 公共的市民生活論に通 じるものがあると

考えられ る。 このような社会思想は 「公共哲学」と称 されている。公共哲学については、近年 では、例え

ば、次のよ うな文献が挙げられる。

佐々木毅 ・金康昌編 『公共哲学』全10巻 、東京大学出版会、2001ー2002年 。

山脇直司 『公共哲学 とは何か』ちくま新書469、 筑摩書房、2004年 。

6 )  Staehle, Wolfgang H. : Organisation und Führung sozio-technischer - Grundlagen einer Situationstheorie, 

 Ferdinand Enke Verlag, Stuttgart  1973..

 Staehle: Management, Eine verhaltenswissenschaftliche Perspektive, -  7.,Aufl/  überarb. von Peter Conrad; Jörg 

Sydow, Franz Vahlen Verlag, München 1994.
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凡 例

1.本 紹 介 訳 は 、Staehle Wolfgang H.: Plad�er f� die Einbeziehung normativer Aussagen

in die Betriebswirtschaftslehre, in:Zfbf.,25.Jg.,1973.Heft3.S.184-197の 全 訳 で あ る 。

1.原 文 中のイ タ リ ックは、訳 文では太 字に した。

1.原 文 中の""は 、訳文 では 「 」 に した。

1.原 文 中の()は 、訳 文で も()に した。

1.訳 文 中の 〔 〕 は、訳者 の補 足的 な語句で あ る。

経 営 経 済 学 へ の規 範 的 言 明 の 導 入 に 関す る弁 護

〔19〕50年代にお ける豊富な方法論上の研究成果の出版 と60年 代 におけるこの領域 の比較

的平穏 な時期の後、最近ふたたび、「方法論者達」 と 「科学理論家達」が、たびたび発言 を

申 し出ていたのである。彼 らは、 しか しなが ら、全 く僅 かな例外 を伴 うにせ よ、専 ら批判的'

合理主義の立場 を支持す る、その結果、経営経済学の価値基盤 の上に存在 した意見の一致 と

い う印象が生 じている。そ して、現代的科学理論の応用が、 この経営経済学部門の特有の課

題 について、今やますます問題 になっているのである。 この 〔今 日的な〕こととは対照的に、

以下の論文では、長 い伝統を話 の糸 口にしたい と思 う。 しか し、そ こでは新 しい科学理論的

な認識 を通 して、経営経済学の規範的言明の受容 に基づ く要求を相対化 し、新 しい定式化 と

基礎づけを行 うものである。

1 経営経済学における規範的一価値評価的言明

経営経済的言明システムにおける規範的言明の導入への要求は、没価値の専門支持者である と

自分 自身思ってい る多 くの経営 〔経済学〕者達には、時代錯誤 と して作用する し、その導入への

要求は、経営経済学 においてずっと以前に克服 されたところの、誤 った道へ と結びつけよ うとす

る永遠の時代遅れ の要求 として作用す るのである。

この課題においては、価値判断論争の核心が、そ して対象言語的な言明領域 における価値判断

の受容が、それで もやは り、その規範的性格の明 白な特徴 を伴って、問題 となっている。

経営経済学における規範的一価値評価的な考察方法(normative-wertende Betrachtungsweise)の 信

奉者達は、過去において鋭 く攻撃 されたのである。そ して、多 くの信奉者達は、今 日もなお、一

括 して屈辱的な意見に身 を晒 した と思 っている。

それ ゆえ、規範的経営経済学は、非科学的であ り、そ して認識進歩を妨 げることが とりわけ主

張 され ている。その際、規範的経営経済学では、「科学」 と 「認識進歩」 とい う諸概念が 自ら問



題化 されなければな らない ことが無視 され、それ と共にその諸概念が価値評価的考察の対象にな

ることが無視 され てい る。 また没価値的科学にとっては、意思決定も、価値判断の表現である。

例 えば、シェー ンプルーク(F.Schonpflug)、 カイ ンホル ス ト(H.Keinhorst)、 あるいはカ ッター

レ(S.Katterle)の研究成果の ような洗練 された諸分析は稀である。1)経営経済学の巨匠であるシュ

マー レンバ ッハ(E.Schmalenbach)で さえ、規範的考察方法の ウイルスに対 して完全に免疫 のない

ことが判明 した。 リゾ ウスキー(A.Lisowsky)は 、シュマー レンバ ッハ を 「偽装 した」規範主

義者 と名 づけ、カイ ンホル ス トを極 めて 「生粋 の」規範 主義者 と名づけたのである。 そ う

した ことは、没価値的経営経済学の多 くの聖なる保護者達 に対 し、その没価値的経営経済学の科

学理論的な 自己認識に対する、ひ どい衝撃を意味 したのである。

一方では、経営経済学における、規範的ー価値評価的言明の明 白に意見が一致 した拒否 と規定

的に定式化 された意思決定論理学的認 識 によ るその経営経済学の代用品、な らびに他方では、

「現代的科学論理学」 としての新実証主義的で分析的な科学理論の無批判的な受け入れは、我々

(シュテー レ(W.H.Staehle))の 考 えでは、この経営経済学の学問の憂慮すべき発達の徴候である。

価値中立的学科 として理解 され た経営経済学が非難され る、まさしく今 日の時代においては、経 ・

営経済学は、支配知識 を産み出 し、従属す る大多数の労働 諸力にとって不利1なように存在する社

会的力関係 を安定 させ るのである。そのため科学者は、彼 の世界観上か、またはイデオ ロギー上

の立場に基づいて、彼の学問的行為を正当化す るよ うに呼びかけた し、そ して彼の学問的研 究成

果の社会政策的結果 に対 して立場を明 らかにするよ うに呼びかけたのである。 ここでは、シェ

ー ンプルー クによって1932年 に述 べ られた言明 と、我 々(シ ュテー レ)の 考 えでは、時流 を超

越 した有効 な言明だけが、経営経済学 と哲学 との関係 について示 され るであろ う。 〔シェー ンプ

ルークによれ ば〕 「個別科学は哲学 になってはいけないとい うことは明 らかである。 しか し厳密

に取 り扱われるべき個別科学は、哲学 との関連な しには考え られない とい うこともほとん ど反論

しえない事実である……。我々は、以下の見解 を支持す る。すなわち、個別科学的研究において

明るみに出 る矛盾 と方法論上の相異は、哲学においてある種の相互に論争す る世界観上の定理に

還元され る。 そ して、その哲学は、そ こでは数百年来、互いに論争の中にあ り、その論争作用は

個別科学 において も 決 して的を外れていないのである」。2)

レッフェル ホル ツ(J.Loffelholz)は、すでに1957年 に、経営経済学において も、時代は今や 、社

会哲学的に基礎づ けられた規範的一価値評価的方法の復興の機が熟せば良い と思っていたのであ

る。〔レッフェルホルツによれば〕 「自然科学は、その科学の最も著名な支持者達の うちに、哲学

との結びつ きを も、ず っと以前か ら見い出 していた し、それ どころか形而上学への ドアさえも小

幅に開けていた(ヴ ァルター ・ハイン リツヒ(Walter Heinrich))の に対 して、一方、基本的立場

が反哲学的である実証主義が、経営経済学の脳 裏に依然 としてちらついていたのである」。3)そ

の 〔復興の〕予測は 、 しか しなが ら今 日に至 るまで実現 しなかった。経営経済学は、全 く逆に



〔その予測か ら〕遠 ざか る。経営経済学は、現代 の科学論理学、意思決定論理学、お よび経済学

によって、そ してそれ らの意味をますます多 く含 むわざとらしい価値判断の哲学的基礎づ けによ

って駆 りたてられ、さらに無批判で、システム固定的な技術論の非難を無 くな らせ るに違いない・

〔グラェゼール(B.Glaeser)に よれば〕 「その時 々の 目標設定は、超科学的に前 もって定め られ

る し、非反省 的に引き受 けられる。そのよ うに良く訓練 された価値 中立性は、批判の欠如が別 の

可能性 を消 し去るので、そ して価値 と目標が、人がその成功か ら目を閉 ざす点では単に除外 され

るにす ぎない実証主義的な基礎 であるので、単に うわべを とり繕 うだけであろう。意思決定志向

的経営経済学が、批判的省察の欠如により現存す る支配関係を肯定す るとの疑いの状態 に陥 る限

り、 うわべ をとり繕った価値 中立性 は、 さらにイデオ ロギー的な価値 中立性 となる。 〔この よう

に〕見せ かけと して是認 され た科学 の性格は、(さ らに社会的)責 任性 を含 む科学 のエー トス

(気風)と 調和 していないのである」。4》

経営経済学とは異なって、 シェーンプルー クによって言及 され た、相互に対 立す る世界観上

の哲学における定理は、別の精神科学においては、色部分的に激 しい科学理論的お よび方法論的な

議論へ と導いた。 それは、 まず社会学5)に おいて、その後、 さらに国民経済学6)と 心理学7)

において、である。方法論的な問題に取 り組む僅 かな経営経済的専門支持者達は、比較的長期に

わたる省察経過 な しに、ずっ と以前に支配的で素朴な、または論理的な経験論(帰 納原則)か ら

新実証主義や批判的合理主義へ と移行 したのである。 もし、批判的合理主義者 が、没価値 な処理

の正当性 の証 として科学史をわず らわ し、すべての科学活動の歴史的法則性 を、同 じ内在 的な

機械論(最 初の規範的な始ま りか ら価値 自由的な考察方法へ)の 解釈 のた めに提案す るなら、

まさしくばかげたことである、と思われる。8)

我々(シ ュテー レ)の 経営経済学の学科 においては、実証主義論争の ことは何 ら話題になって

いない。ベル リン自由大学での科学理論的な討論会の機会に しっか り持たれ 、討論 された研究報

告の編者 も、上の評価 を持つに至っていない、つま り 「実証主義論争が60年 代初頭、一方のア ド

ル ノ(Th.W.Adorno)や ハ ー バ ー マ ス(J.Habermas)、 他 方 の ポパ ー(K.R.Popper)や ア ル バ ー ト

(H.Albert)と の間で実施 されたよ うに、実証主義論争は、経営経済学について、弁証法の意味に 下

基づ く明 白な問題 が従来立て られなかった とい う点では、少なくとも経営経 済学においては少 し

の反応 もなかったのである」。9}

その反 面、ポパ ーの言 う意 味では、すなわち、経験的に内容豊かな言明システム を展 開 し、

そ してその言明システムの有効領域を限界づけるとい う研究計画は、い くらかの発想(例 えば、

ヴィッテ(E.Witte)、 ハオシイ リッ ト(Hauschildt))を 除いて、誠実な願望に留まったのである。

シュ ミッ ト(R.H.Schmidt)も 、科学理論の中で、経営経済学(フ ィッシャー ・ヴィンケルマ ン

(W.F.Fischer-Winkelmann))の 最近の方法論 において、経営経済学がほ とん ど話題 となっ ていな

いことに注 目してお り、そ してシュ ミッ トは、この経営経済学の研究成果 の読書の後で、次のよ



うな結論に達す るのである、つま り 「彼 が、ラィ ッシャー ・ヴィンケルマ ンによって描 写され

るよ うに、経営経済学の経験 的一知覚 的命題の有効性条件 についての特性 が、科学理論 の現状

に応 じて示 されてい るよ うには思われ ない」 と。]°》

Ⅱ　没価値 的経営経済学　 対　 規範 的経営経済学

経営経済学にお ける明確 な没価値的考察に関す る代表者 として、ここに多くの専門支持者達に

代 わって ヴェーエ(G.Wohe)が 選ばれ る、なぜな ら、 ヴェーエは彼の広 く普及 した教科書 『一般

経営経済学入門』に よって、経済科学 を専攻す る学生達の思想 にかな りの少なか らぬ影響を及ぼ

し、そ してその結果、学生達のその後の論述(行 動)へ の大 きな責任 を引き受 けるか らである。

ヴェーエは、彼の著作の序章 において 、規範 的経営経 済学 に反対する一般的な論拠を簡潔に報

告 した後 、全 く断定的に以下のよ うに主張する。すなわち 「経営経済学は、つま り没価値的科学

である。経営経済学は、真の価値判断を断念 しなければな らない。なぜな ら、この価値判断は、

その真理 における合理的な方法で確保 されえず、従って少 しも科学的認識 に通 じるのではなく、

む しろ単に個人的な信条告 白を表すだけである」 と。11)価値判断の表示に反対す るヴェーエの攻

撃は、 ここでは少 しばか りヴェー工 自身に対 して転 じられる。 ヴェーエは、彼 の良き正 当性 で

あるところの、イデオ ロギー的立場に基づいて、没価値的科学を要求する そのこ とは彼に と

って最 もなことである そ して経営経済学が本 当に没価値的科学に依っていることを、学生達

に信用 させ るのである。 ヴェーエの見解 に とり、確かに何 ら敵対者でないフ ィッシャー ・ヴィ

ンケルマ ンは、この小 さな ミスについて、優れて以下のよ うに分析 した。 「我々の引用文の第1

命題は、事実主張のよ うに思われ る。 しか しなが ら第1命 題は、引用文の第2部 分の分析 を用い

るように、記述的な外観 を読者に示す ところの、論理的 に純然たる価値判断についての良い例を 、

提示するのである。 この記述的な外観 においては、状況の論理が規範的帰結 をもた らさない とは

、 いえ、経営経済学における価値判断に対す る価値評価的姿勢は関係づけ られ るのである」 と。12)

ヴェーエに よれ ば、現存す る経済秩序 を批判 した り変更 した りす ることや 、経営の総合経済

的考察 を行 うか、 または経済政策的立場 を関連づ けることは、経営経済学の任務ではない。 以

下の引用文は、 ヴェーエの立場 にとって模範的なものである、す なわち 「経 済システムが寄生

的な利益を追求す る可能性 を提示す るとす るな ら、この可能性の諸関係 を変えることは経営経済

学の任務ではな く、せいぜ いの ところ経済政策の任務である」。13)「経営経済学の観点にお いては、

人間は 目的ではなくむ しろ手段である」 と。14)

ヴェーエの方法論的研 究成果のほぼ50年 前に、規範的経営経済学の著名な支持者の一人であ

るヨーハ ン フリー ドリッヒ シェアー(J.F.Schar)15)によって定式化 された一般商業経営学の任

務についての見解は、今 日では没価値的経営経済学の支持者によって表明された、諸意見 に対比



させ られ るべきである。シェアー6)に よれば、商業経営学は、国民経済学 との関連で密接 に見

られ る必要があ る、 とす る。 とい うのは、個人経済的目的(ヴ ェーエいわ く 「よ り大 きい利 益、

つま りより高い収益性 とい う目標 のみ持ってい る」17))ではな く、総合経済的 目的が個別経済 に

とっては決定的であるからである、 との見解 を支持するものである。 シェアーは、首尾一貫 した

方法で、科学的考察の出発点 として利益追求 を拒否 し、(シ ュマー レンバ ッハ も後にそ うである

よ うに)利 益追求に国民経済的カテ ゴリーである経済性を対比す る。 シェアーは、商人の職能 を、

売 り手 と買い手の間の仲介 と見な し、分業によって分けられた個別経済についての関連 と見なす

のである。 シェアーは、商人の存在理 由を、商人 が総合経済のためにもた らす給付か ら、導 き

出 し、商人の個人主義的な 目標設定か ら、導き出すのではない、 とす る。 シェアーは、彼 の学

説 の規範的領域 に、個人主義の放棄 と一般的価値 尺度 としての共同体原則への社会連帯主義に強

く特色づ けられた方向性を相応に要求す る。社会的国家は、その国家のための 自己目的ではない

が、それに もかかわらず公共の福祉に従 って、で きるだけ広範囲にわたる個人の人格の展開を保

証す るための手段 である。 シェアー は、資本主義的な個人主義 と純粋 な集産主義 との間に妥協

案を模索す る。 〔シェーンプルークによれ ば〕 「シェアーの理想は、私的商業の完全な排除であ り、

社会的商業の概念 の下で統合する交換組織 を通 じての代用品である。彼 は、その条件 の下で、国

家、地方 自治体、あるいは 自由な経済共同組合の利害においてのみ営まれ る、 あらゆる種類 の商

業活動 を理解す る」と。18)

Ⅲ　規範的言明の導入に反対する論拠 とその論拠 に対する論破

シェアーの後、なお さらに多数の科 学者達(デ ィー トリッヒ(.Dietrich)、 ニ ック リッシュ

(H.Nicklisch)、 フ ィ ンダ イ ゼ ン(C.F.Findeisen)、 カル フ ェ ラ ム(W.Kalveram)、 ヴァ イ サ ー

(G.Weisser)、 コル ビンガー(J.Kolbinger)、 ロイ トル スベルガー(E.Loitlsberger))は 、ただ し、非

常に異なった基礎づけを伴 って、そ して異なった価値源泉を引き合いに出 してではあるが、経営

経済学における規範的言明の導入への賛成の意見 を述ベている。今 日1人 は、 より旧い著者達に、

彼 らが彼 らの価値判断の信条 を十分に明確な状態 にしなかった こと、そ してそれ と同時に場合に

よっては、科学的認識の外観 を呼び起 こしたこと、を非難 しえたのに対 して、一方、一定の世界

観あるいは哲学的方向を表明す る、そのような専門支持者達の上に、 「没価値」の常に主要 な方

向の攻撃が、内容的にも方法的にも、不当に現れ るのである。

その科学的行為の社会政策的結果につ いて信条的な意見 を述べ ること、その学問体系の基礎づ

け として一定の世界観上の観点 を関係づ けること、の不当な要求は、今 日相変わ らず以下の3つ

の論拠 を拒絶 しよ うとするであろう。

論拠1、 ①規範的一価値評価的経営経済学は、存在ではな く当為を研究 し、そ して事実的状態



を当為 ー状態へ近づ けよ うとす る。② しか し経営経済学は、存在科学 としてのみ存在

しうるのであり、それゆえ規範的ー価値評価的経営経済学は、非科学的である。

論拠2、 経営経済学 は、経営の経済的局面についてのみ関わるものである。つま り、社会的、

心理的、哲学的および他 の諸 問題は、経営経済学の認識 と見なされない非経 済的な諸

課題である。経済原則は、没価値的経営経済学の同一性原則であ り、それ以外のすべ

ての諸原則は価値判断であ り、それ ゆえ許容 されていない。

論拠3、 価値判断 は、少 しも確実な認識ではなく、む しろ個人的な信条である。

以下では、これ らの諸論拠 に対 し、批判的な立場が、明 らかに され るはずである。事実主張が

問題 となっている限 りは、事実主張を論破することが試み られ る。価値判断が問題 となっている

限 りは、対立する立場を構成することが試み られ る。

論拠1〔 ①規範的 ー価値評価的経営経済学は当為 を研究 し、事実関係 を当為状態に近づ ける。

②経営経済学は存在科学である〕について。

最初の言明は、容易 に論破 される1つ の事実主張を表 している。僅 かな例外を除い七、規範的

ー価値評価的経営経 済学の支持者達 は以下の ような見解 をとる。すなわち、〔没価値的〕経営経

済学の主要 な任務の1つ は、研究対象の存在状態 を可能な限 り没価値的 に分析す ること、そ して

なお さらに記述過程 あるいは説明過程の成果 を固有の価値 システムとい う尺度で測定す るとい う

こと、 とす る見解を とる。規範主義者達 は、存在 と当為 の間の見解の相違の調停について、さら

に一定の形成能力を示す。それゆえ、存在の分析は、規範的形成処置の合理的な定式化に向けて

の不可欠 な前提である。 この論文の標題か ら明 らかなように、我々(シ ュテー レ)も また、決 し

て規範的経営経済学 〔とい う名称〕のためにではなく、 〔没価値的〕経営経済学の言明システム

における規範的前提の考慮のために努力 している。 とい うのは、最初の名称は、遺憾なが ら、す

べての経営経済学は、ただ価値判断のみの理由か ら存在す るとの誤った見解 に導いたか らである。

我々(シ ュテー レ)は 、純粋に知覚的 ー情報的で没価値的に認 められた理論を展開す ることを

意図す るのではな く、む しろ規範的領域 における経営経済的理論は、経済的お よび社会的状況の

改良についての言明を、そ して経済主体の必然的に認識 され る解放の可能性 についての言明を手

に入れ るべ きであった、 とい う見解 である。純粋に知覚的ー情報的な言明システムか ら、規範的

結果を演繹することは、現代の科学理論によれば不可能なので、規定的な前提が 〔言明〕 システ

ムへ明示的に導入 され る必要がある。合理的行動への要求や、あるいは意思決定論理学か ら獲得

された規定的な命題 も、価値判断についての特徴を持つてお り そ して、そのことは しば しば

見通され そのため必然的に規範的なのである。

つま り我々(シ ュテー レ)は 、合理的行動を引き合いに出 してか、あるいは意思決定論理的認

識 を引き合いに出 して、没価値的で、記述的一技術的な処理方法の外観 を認めよ うとす るのでは



な くて、格率 として明確に理論的 システムの構成要素になる、一定の価値前提 を率直に告 白しよ

うとする。それに対 して、実証主義的な処理方法は、現実において認識可能で、経験的に証 明可

能な変数 を、通常、目下の ところ、展望の残念 な制限において実施 し、既存の力関係の下で可能

な形成処置を結果 として伴 う、理論的システ ムに取 り込む とい う危 険を冒すのである。 シャン

ツ(G.Schanz)は 、批判的合理主義者達の形式主義的で内容(主 体、実践)を 度外視す る考察方法

が、 どうい う結果 とな りうるのかを明確にす る。19)つま りシャンツは、一方の経営手段や材料 と

い う生産要素 と他方の人間的労働給付の投入 との間に、別の相違性を、つま りこの場合、他の要

素種類が他 の投入問題 と共に問題 となっていることを、少 しも思い込 まないのである。 シャンツ

は、人間的な労働 給付の特色づ けを、例えば、 ロイ トルスベル ガー による 「価値財」 として、

恣意的な取 り決 めとして、低 く評価す る。

重要 な変数の選択 と後の仮説形成は、意識的か無意識的に、支配的なイデオロギーか らの影響

を及 ぼ されるので、このような状態で生 じた理論 を没価値的 と呼ぶことは、ますます疑わ しい と

思われ る。我々(シ ュテー レ)は ここに、2つ の並行 した記述可能 な方法、すなわち経験的ー帰

納的処理(経 験的に再検証可能な仮説の形成〉 と規範的処理(価 値前提 または格率の形成)が 言

明システムの形成に導 く、という見解 を支持す るのである。

同 じよ うに、キル シュ(W.Kirsch)も 、意思決定前提の2つ のカテゴ リー、つま り価値 前提 と事

実的様式の前提 を区別す る。2ω経験的一帰納的処理に関 しては、我 々(シ ュテー レ)は 帰納法を

ただ研 究仮説 を見つ け出すための発見的手段 としてのみ用いるので、 もちろん周知のよ うに、帰

納原則を通 じては どんな方法 も結果 として一般的に有効な原理に導かないのである。新実証主義

者達や批判的合理主義者達は、我 々(シ ュテー レ)'の考 えでは、彼 らが認知心理学や知識社会学

の領域において、発生関係や発見関係 の課題 を明 らかに低 く評価す るよ うに指示するな ら、容易

にそめ こと 〔帰納原則の非有効性〕に とりかかる。21)シュ ミットは、フィッシャー ・ヴィンケル

マンの 「方法論」 に対す る批評論文にお いて、正 当にも以下の ことを要求す る。すなわち 「経

営経済的な研究実践の課題によって調整 された方法論は、事前科学的や事後科学的、そ して科学

心理学や科学社会学と名づけ られ うるもののすベてを含まなくてはな らない1と 。22)仮説の構想

は、単に創造的な事前経験の独創的な着想で しかないが、 しか しそれが表面的な科学者 の根拠の

ない課題 に関連 した事前経験(す なわち、結局 の ところ無意識 な帰納法)で あることは、我 々

(シュテー レ)の 考えでは、すべての経験 と矛盾す るのである。

規範的処理 の下で、我 々(シ ュテー レ)は 、実践的一規範 的価値論 とは逆 に、哲学的価値論

(philosophische Wenlehre)(こ こでは、社会的人格主義)か ら経営経済学 の領 域のために特殊規

範 を導き出す、 とい う規範的 一価値評価的考察方法の導入 を理解する。 しか しながら、双方(規

範的一価値評価的、および実践的一規範的)の 処理方法は、平行 して記述可能であるにもかかわ

らず、できるだけ明確に相互に区分 されるべきであった。実践論的形成処置 は、そのよ うに して



獲得された言明システムか ら、さらに演繹法を用いて導き出され る。

経済的言 明と超経済的言明の公理化を提案するロイ トル スベルガーの見解 も、この科学計画

と一致 しうる。23)超経済的言明で もって、ここでは(対 象言語的言明とは逆 に)超 言語的言明が

想定 されているのではな く、む しろ経済的領域の外に位置 している価値判断が想定されてい るの

である。我 々(シ ュテー レ)と 同様 にロイ トルスベルガー もまた、超経済的価値観が公表 され

るべきであ り、そ して内容的かつ質量的に定義され、言明 システムにおける前提 として取 り入れ

るべきであるために、力を尽 くすのである。 もっともロイ トルスベルガーは、いったんそこで

定式化 された価値前提が所与 と見なされ、議論 の課題 として利用されえない こと、次に、多元的

社会 においては根本的な超経済的価値観上の意見の一致は可能でないこと、 とい う指摘の下に、

経営経済学の内部にお ける外成規範的(規 範的一価値評価的)方 向を受け入れないのである.鋤

我 々(シ ュテー レ)は 、 この ロイ トルスベルガーの見解を共有 しない。 なぜな ら、共通の超経済

的価値 システムを通 じて民主的方法によって獲得 された合意方法 とは異 なって、基本法において 、

定められた基本的権利ない し人権は、それ らが導き出された哲学的価値論 と共にあるか らであ る。

法律委任 と 「経済」の部分システムにおける現実性 との間の大 きな不一致は、我 々がそのよ う

なものの共通の価値システムを何一つ持たない とい う見解 を、全 く明白に生 じさせ る。

没価値 的経営経済学 が不可能 であるかのよ うなロイ トル スベルガー一の全般的主張は、 しか し

ながら、その没価値的経営経済学の基礎づけ(用 具は没価値的 には導き出され えない、つま り用

具の投入は没価値的 には行われ えない)に おいて、科学理論的な観点か ら攻撃 され うる。25)没価

値性の要求は、以前から、疑いな く経営経済学に採 り入れ られていると言って よいのである。 し

か しなが ら、 ロイ トルスベルガーの主張は、後 に適切なものであったと判明す る。なぜな ら、没

価値性の要求によ り登場 した経営経済学の発信者達は、ただ情報 を与え られ るだけでな く、その

行動において も影響 を及ぼされ るか らである。つま り没価値的研究(例 えば、企業者の、意思決

定者の、職 工二者 の 目標)の 対 象領 域 の選択 を通 じてだ けで評価 され るか らで ある。 〔フン ト

(S.Hund)/リ ーバ ウ(E.Liebau)に よれ ば〕 「社会 的現実性 には、歴史的に生成 した利害構造、権

力構造、価値構造、意識構造お よびコ ミュニケーシ ョン構造が混 じり合 っている、そして、科学

者 は、それ ら諸構造か ら意志行為 として全 く抜 け出しうるのでなく、む しろ科学者 は認識におい

て、共にそれ ら諸構造を手に入れ ようとす るのである」。26}

さもなければ、シャンツは 「客観 的」 な認識進歩の 目標が危 うくされ るとい うことを、特殊

的 には超経済的価値観 の公理化の拒絶 と、一般的には科学的言明システムへの価値判断の導入、

の理由とす る。27)ウァバー ン(P.Urban)も また 「真理力がな く、経験的に再検証が不可能である

言明の全要素は、認識進歩の妨 げとな るに違いない」28)との見解を示す。人が認識進歩を自己 目

的 と見なさない とす るな ら、誰に、そ して何のために、 よ り多くの認識は役に立つべきか、 と

い う問題が必然的 に出 され る。認識進歩は、もはや少数の特権者達の手中に、よ り多 くの知識



〔があることを〕を意味する必要はなく、む しろすベての職務 において、経済過程 に関与 しな く

てはな らない し、経済過程に関係する集団を設定 しな くてはな らないのである。

シュミッ トは、独 自の理解 にな らって、批判的合理主義の哲学 を広範囲にわた って受 け入れ

る。彼 は、誰の 目標や どの 目標 が意思決定モデルの基礎 とされ るのか、についての基礎意思決

定の課題 と、それ と関連 して、科学的言明の重要性 の課題 と、を明瞭に識別 した。 〔シュ ミッ ト

によれば〕「しか し、何が科学的課題 の重要性の本質 を成すのか、そ して、 どの ように して人 は

基礎意思決定を正当と認めることができるのであろ うか?こ の問いへの解答を、現時点 にお ける

分析的科学理論は 、まだ出 していないのである」。29}キルシュも次のよ うに指摘す る。特定の構

成員(企 業者)、 あるいは特権 を与え られた組織 の集 団(ト ップ ・マネ ジメン ト)の 個人的意思

決定 の論理上に基づ く選択の結果 として、および この価値システムへの排他的な統制 とい う目標

研 究の対象 として、生 じた ところの基礎意思決定の極端な党派性 を指摘する。30)

経営経済学は存在科学 であ りえるにす ぎない、 とい う論拠1の 第②命題は、我 々(シ ュテー

レ)が 従 うことができない価値判断を表 してい る。何 が科学的であ るか、あるいは非科学的であ

るか、についての意思決定は、研究者の主観的な科学理解に依存 してお り、そ して一般的に認 め

られた科学概念の欠点に際 して も、普遍的でな く、そのつ ど的確に捉 えられ うるものである。す

でに、前の箇所 で説 明されたよ うに、我々(シ ュテー レ)は 、経営経済学が他 のどの科学 とも同

じよ うに、存在状態の記述 と説明に留ま りえず、む しろ規範的形成の勧めを手に入れ るべ きであ

った、 との見解 をとる。そのよ うな規定的な言明は、我々(シ ュテー レ)の 考えでは、全 く同様

に、その科学者が意識的であろ うとなかろうと、・ただ、イデオロギー的に基礎づけ可能 な価値 シ

ステ ムに基づいている、 とい うことである。 フィッシャー ・ヴインケルマ ンによって、価 値判

断の導入に対 して提案 された代替案は、科学者の真の利害状況の全 く危険な隠蔽 と、そ してただ

見せ かけ上の没価値的言 明の横領 と、我々(シ ュテー レ)に は思われ るのであ る。 〔フィ ッシャ

ー ・ヴィンケルマ ンによれ ば〕「没価値性の公準に固執す る人は誰でも
、純粋情報の実際上標準

化 した作用 と、実際の意思決定行動 と、を信頼 し、そ して どの様式の指図 をも断念す るのであ

る」。31)「純粋情報」および 「事実上の意思決定行動」のよ うな実証主義的諸概念 を含む研 究成果

は、社会科学には全 く存在 しえないよ うな、絶対的に客観的な没価値 的言明の存在を示唆する。

我々(シ ュテー レ)は 、我 々が、経営経済学は存在論 と同様 に価値論 も含むべきであらた、 とい

う趣 旨にそって、我々の詳述 を、論拠1に 要約す ることができる。

論拠2〔 経営経済学は経営の経済的局面のみで、社会的、心理的、哲学的問題に関 らない。経

済原則は没価値的経営経済学の同一原則である〕について。

この論拠2に おいては、我々が従 うことのできない価値判断が問題 となっている。何 が科学の

認識 対象であ るべ きなのか、 あるいは同一性原則 であるベ きなのか、 についての意 思決定は、



我 々(シ ュテー レ)の 考えによれば、人が一般 に実 りの乏 しい大胆な企てを引き受けようとす る

限 り、科学に内在するもの、あるいは自明なものではなく、論証的に努力 して手に入れるもので

ある。 ここに言及 された同一性原則 は、経営経済学の広い範囲において、支配的な経済主義 と同

一である。 〔カ ッター レによれば〕 「ここに、利益を、経済的成果の唯一の判断基準で、外見上、

経済的成果の事柄 にそなわっている判断基準 と思わせてお くあの経済主義的立場に一致する。収

益の追求は、名 目上、道徳 を含まない経済の 自己目的と見なされ、正真正銘の経済的 目的 と見な

される」。32)ヴェーエの言 う2、3の 言明は、この立場 の典型的なものである。例 えば 「経済原

則は、倫理的に中立である」33)、「それ(応 用科学)は 、この手段を倫理的に承認す るか、あるい

は却下す るか についての判断を も断念 し、経済的に適 しているか ど うかについてだけを言 明す

る」。34)「経済的行動 と道徳的行動 は、2つ の異なった地平に位置 している」。35)〔没価値的〕経営

経済学の選択原則 としての、経済原則 の意思決定に関 して、人は、我々(シ ュテー レ)の 考えに

よれば、我々が我 々固有の価値システムに従 うことができない明 白な評価 を行 ったのである。 こ

の論拠2に おいては、 さらに多 くの経営 〔経済学〕'者達によって好んで用い られ る、やっかいな

社会政策上の諸問題提起の排除の戦略 と、諸問題提起の非経済的課題 としての低 い評価の戦略が

選 ばれる。非政治的な問題の 「私には何の関係 もない」とい う立場の安易な正当化を、切迫 した

社会的、倫理的、哲学的諸問題 に関 して我 々の無関心な研 究者 の科学に、可能にするこの戦略の

退却は、経験対象、認識対象、同一性原則 に基づ く科学の認識理論 上、非常に議論の余地ある秩

序原則 によって、非常に緩和 され るのである。

フィッシャー ・ヴィンケルマ ンは、先験的な事柄の、そ のよ うな秩序 の不十分 さを、と りわ

け問題志向的で学際的な研究について、明確に次のように指摘 したのである。すなわち 「認識対

,象から方法論的 に安全策 を講 じられた決定は、認識のよ りいっそ うの成長を妨げる、 つま り経

営経済学の支持者達の下で、認識対象についての伝統的で、認識論理的な表象 による保証、伝承

お よび宣伝は、他の学科における成果が科学特有の課題 の解決のために理論的重要性を備 え うる

こと、 とい う理解へ、極めて容易に近寄れな くしうる」 と。36)

我々(シ ュテー レ)の 考えによれ ば、大学が、学部や専門領域 において、その制度化 された表

現を見い出す ように、大学内部に見い出され る分業を、研究 と学説への内容の分割 に適用す るこ

とには、多いに用心 されるべきであったのである。科学的な認識 の獲得の過程 と認識の加工の過

程 は、それが大学において、伝統的に分割 された学科において育成 されるように、現実の必要条

件 に、非常に不十分に一致す るにす ぎない、 との実在が判明す る。過去において、経済科学 と社

会 科学の高度 な専門化が、まず、個々の諸学科それ 自身の間を疎遠にすることへ導 き、そ して次

に、科学 と実践 との間を疎遠 にすることへ導いた、 とい うことがさらに加わる。我々(シ ュテー

レ)は 、ここにおいて、調査 された現象の説明にい くらか貢献す ることができる ところの、すべ

ての諸学科の言明 を考慮に入れ る、課題志向的で状況的な研究発想を弁護するのである。



論拠3〔 価値判断は確実な認識でな く、個人的信条である〕について。

この言明においては、我 々(シ ュテー レ)が 、十分に従 うことができる事実主張が問題 となっ

ている。経営経済学における価値判断は、社会的秩序諸原則 の特徴を しばしば受け入れ る。その

ような社会哲学的秩序諸原則 は、合理的でなく、結局のところ、形而上学的に基礎づけ可能で あ

るにす ぎないのである。まず第一に繰 り返 し経験的な実証に際 して、時の経過の中で法律の性格

を受け入れ うる反証可能な仮説 として言明が定式化され うることを、人が要求 しなくてはな らな

い没価値的で経営経済的な言明とは逆 に、社会哲学的諸原則は、厳密 な科学理論上の検査方法に

支配 され る必要がない し、支配 されえない。 とい うのは、この社会哲学的諸原則 には、反証可能

性の判断基準が欠 けているか らである。倫理的諸規範は、確かに間主観的に再検証可能である価

値判断に基づ くが、 しか しなが ら実在 を手がか りとすることな く、正 しいこ とが判明 しうるか、

あるいは誤 っていることが判 明 しうるのである。経営経済的文献の点検に際 して、著者が、文献

の形成仮説 を経験的研究や、または主観的な価値判断に基づいて獲得 したかど うか、を判断する

ことは しば しば困難 である。研究者 の価値判断は、我 々(シ ュテー レ)の 考 えでは、非常に望ま

しい ことであ り、避 けられえないことで もある。実証主義者達 とは逆に、規範主義者は、以下の

ことを強調する。す なわち 〔カ ッター レによれば〕 「規範主義者が確 実であるとし、そ して彼 が

前提について証明 しよ うとす るところの彼の実用的前提が、彼 の信念 を再現す るのであ る。それ

ゆえ、規範主義者は、その信条的性格の明示的な表明の下で、この実用的前提を科学的システム

へ採 り入れ る。その場合、科学的 システムは、単 に知 らされ るだけではなく、む しろ社会の形成

者に も訴え、社会の形成者 にも明確 な目標 と手段 を思いつかせ ようとするのである。規定的な用

語の利用による、 この使用可能性上の断念は、規範主義者達に、学者の政策的、道徳的非関与性

を懸念 させ るであろ う」。37)学者は、経験的事実 と主観的価値判断を、できるだけ良 く区別す る

ことを必要 とす るだけである。キル シュもまた、経 営経済的研究者達 を、研 究者達の主観 的価

値観の 公表の不足のために批判するにもかかわ らず、キル シュは、彼 の論文の中で、同様の控 え

めな態度 をとろ うとするのである。38)

W　 規範的言明の導出のための哲学的基礎づけとしての社会的人格主義

経営経済学における規範的言明の導入に反対す る主要論拠の論破が試み られた後で、終わ りに

あた り、我々(シ ュテー レ)自 身の価値システムが明 るみに出 され るべ きである、つま りその価

値システムは、我 々(シ ュテー レ)の 意見では、経営経済的言明システムの枠における価値前提

の定式化 に向けての出発点と して利用 され るべきであった。

我 々(シ ュテー レ)は 、以下のよ うな見解 をとる。す なわち、民主的であると自称 している国



家においては、すベてのシステム構成員 の特殊的で民主的な基本的立場でさえ、支配的である部

分諸 システム(例 えば、すなわち、政党、教育制度、経済、家族 のよ うな 〔システム〕)は 、存

在す る根拠が あるので ある。 〔シュタ ンメル(O.Stammer)に よれば〕 「この研究においても、実践

においても、人は、その見解 から以下の結果に至る、す なわち社会や政治的生活に関与す る集 団

の継続的な民主化を通 してのみ、民主的統治システムの安定性が確保 されることができるのであ

る」。39〕

我々の社会での支配的な影響が、直接的に経験可能であるところの 「経済」 とい う部分 システ

ムにおいては、まさ しく、 この民主的な基本的立場 は、なお幅広 く欠落 しているよ うに我々には

思 われ る。 カ ッツ(D.Katz)と ゲオル ゴボウロス(B.S.Georgopoulos)は 、と りわ け優れ た分業(例

えば、流れ作業)に おいて と、密接 に関係 してい る労働過程 と意思決定過程(例 えば、スタ ッフ

ー ライ ン)と の分離において、お よび一般的には、従業員の搾取 と疎外への傾 向がある官僚機構

において、不満への永続的な源泉 と同時に民主化への同時的な出発点を見て とるのである。 〔カ

ッツとゲオル ゴボウロスによれば〕 「上述の弱点 に関して、意味のあ りうる構造改革の1つ の重

要な方針は、組織 を管理す るにあた っての民主的原則の より十分な拡張である」。4°)我々一が、 こ

こに、民主化 について述べ る場合、我々は、企業上や経営上への民主的な統治形態 の転用を意味

す るのではな く、む しろ、その民主的諸原則が、例 えば、 ドイツ連邦共和国の基本法において制

定 され て い るよ うに 、共同生活 や共 同 労働 の民主的 諸原則 の導入(Einfuhrung demokratischer

Prinzipien)を 意味 してい るのである、つま り 我々は、 ここでは、 と りわ け基本法 を念頭に置 く

ものである。す なわち 「基本法 〔第1章 基本権〕第1条 〔人間の尊厳〕①人間の尊厳は不可侵 で

ある。人間の尊厳 を尊重 し、,お よび保護す ることは、すべての国家権力の義務である。② ドイツ

国民は、人間の尊厳 を求めて、不可侵 で、かつ譲 り渡す ことのできない人権 を、世界のあ らゆる

人間社会、平一和お よび正義の基礎 として認 める。そ して、第2条 〔人格の 自由、人身の自由〕①

何人も、他人の権利 を侵害せず、かつ憲法的秩序 または道徳律に違反 しない限 り、 自らの人格性

の 自由な発展 を求める権利 を有す る」。

経営民主主義の課題 を議論 した著者達の中で、プルーム(F.H.Blum)は 、個人的人格性の展開 の

ための 自由枠 の共同決定 と形成 を通 じて、民主的な基本 的立場の創造 としての我 々(シ ュテー

レ)の 民主化の見解に、最も近いのである。 〔ブルームに よれ ば〕 「民主的諸価値の うちで、我々

は、 しば しば、民主主義の核心部分、すなわち議会制 〔民主主義〕機構 と見な されるところの も

のを、第一の(最 も重要な)も の、 と理解 しない。民主主義の核心は、個人の尊厳 について、個

人の本質の創造的意見について、および個人 の実証について、の倫理ー宗教観である。創造的活

動は、隣人に対す るよ り活発な相互 関係において、本質特性 の差 し支 えない展開 を……意味す

る」。ω このことに関 して、ブル ームは、我 々(シ ュテー レ)が 、我 々の理論 システムの格率 と

して 昇 格 させ る 、 連 帯 と担 互 扶 助 の 基 本 諸 原 則(Grundprinzipien　 der　Solidaritat　und　 Subsidiaritat)を



論 じる。

〔ヴェー ロウ 〔F.Bulow).に よれ ば〕連帯原則 は、以下のことを意味す る、すなわ ち 「人間の

あらゆ る行為は、他人に影響 を及 ぼす。人 間は、お互いに指導 されていて、連帯(一 心 同体)

の義務を負わされている。連帯主義は、それ 自体 としては、競争を厳 しく非難 しないが、経済原

則 としては、競争を容認 するのではなく、む しろ、協働 に、つま り相互 関係 に基づ く協同作業に、
.

優位 を容認するのであ る」。42)

相互扶助原則 は、諸組織 における任務配 分に関 しては、付加秩序原則 と して、連帯原則 を補

うものである。 〔ヘ ンクステンベル ク(H.E.Hengstenberg)に よれば〕相互扶助原則は、以下のこ

とを意味す る。すなわち 「あらゆる生活領域や権利領域は、それがその本質 と現実存在 から果た

すことができる固有の全権利 と主導性にお ける、すべての任務 を果 たすべ きことである。 しか し、

そのつ ど(行 政上〉優先 させた生活領域や権利領域は、(行 政上)従 属 した領域 が、当該の任務

を解決 しえないか、あるいは解決 しようとしないところに、ただ介入す るにすぎない ことで あ

る」。43)〔従って〕相互扶助原則は、随意に管轄権を 自分の方へ引きつ ける権限がな く、あるいは

有益な支援策の場合を除いて、無秩序 な生活範囲に介入す る権限がな く、優先 させたシステムに

比ベて、より小さな生活範囲の権利を保護するものである。 この着想 は 「例外によるマネジメン

ト」や 「協働管理」の原則において、部分的に実現 された ことが、明 らかにな る。

連帯原則 と相互扶助原則 において述ベ られ る価値観 は、すべての価値が(物 件 にではな く)人

格に由来し、そ して人格が、ただ価値源泉であるだけでなく、む しろ価値尺度 と価値 目標 である

ことを要請す る一 価値論 として理解す る 人格 主義44)の 哲学的方向の価値観 と広範囲にわ

た り一致する。 ミクロ経済的問題設定についての人格主義の現実性や重要性は、人が、利己主義

や個人主義に対 して、実証主義的決定論に対 して、純粋 な技術的で、 自然科学的な思想に対 して、

お よび全 く一般的には、物的強制の程度 に対 して、全体主義的国家体制や経済体制に対 して、諸

組織の独立とい う官僚制に対 して,そ して全 く全般的 には、 目標 における手段性の転換 に対 して、

人 格 主義 を反 作 用 と受 け取 る場 合 、そ の キ リス ト教的(ト マス ・ア クィナ ス(Thomas von

Aquinas>か らネル ・プ ロイニ ンク(O.v.Nell-Breuning)ま での)思 想傾向にお いてか、または非キ

リス ト教的(シ ェー ラー(MScheler)、 シュテル ン(W.Stern)、 ベルジャイエ フ(N.Berdiajew)、 ヤ

スパース(K.Jaspers)、 ハイデガー(M.Heidegger)、 サル トル(J.P.Sartre)の)思 想傾 向にお いて、最

も良く明らかにな る。

人格(倫 理的 一精神的地平)と しての人間 とは、人間の 自己存在 においてのみ、それ 自体で

ふ さわしくあ り、そ して、別の決定機 関により改良され えない、(自 己)意 識 〔自覚〕 と自由の

才能がある本質である。従って人間は、手段あるいは道具 として、他人あるいは社会的形成物に

利 用 され えないものである。 ここで言 うこととは対照的に、個 人(生 物学的一社会学 的地平)

としての人 間は、全 く全体の部分 でありえる し、そ して他人か ら支配 され うる ものである。人間



は、人間の人格性 を通 して、他人 から区別 され る。 つま り人間は、超越論 を通 じて、客観性 に

おいてではな く、超主観性(キ リス ト教的見解 に、すなわち神に従って)に おいて、全体的にの

み把握 され る ところの人格性 を実現するのである。 この見解 に対 して、理想 主義的人格主義は、

人格 ない し人格性 は十分な自律的、精神的本質 ではなく、む しろ大部分は社会的関係 の産物であ

る、 と批判的に言 うことがで きる。上述のことは、人格的価値が絶対的ではなく、む しろ変化す

る社会的関係に依存 している、 と思われる必要があることを意味しているのである。45)

人間は 自己決定について、意識す る自己価値の源泉 として、人間の存在を実現 しよ うとする。

人格主義は、非人格的諸価値(堕 落ー自我性)へ の人間の方向転換 に辰対 し、人間の人格的存在

を無視する規範 と法律の承認 に反対 し、そ して 「不適切な」欲求充足に基づ く性向に反対す るの

である。

しか しなが ら、 自己実現性 は、通常は、単独 で可能であるだけではなくて、そ して(個 人主義

的見解 とは逆 に)人 格 主義的な見解 に従えば、全 く望ま しい ものではないのである。共同社会は、

すべての人格 の人間状態の実現化 のための補助 に貢献する。つま り国家 と社会は、個々の人間の

職務にお ける組織である。 国家 と社会は、権力 と法律を通 じて、公共の福祉の配慮の下に、 自己

実現を保証す る。公共の福祉の担 い手(国 家、 自治体、企業)の 目標は、それゆえ、諸人格の諸

目標に関係づ けられる必要がある。以前に命名 された相互扶助原則 は、介入権 と優先 された もの

〔システム〕の権限を秩 序づ けるが、 しか し、相互扶助的制度に対 して個々の人格 を秩序づける。

その際、危 うくされ た公 共の福祉 に関 しては、できるだけ多い 自由 と、できるだけ必要な介入 と

い う原則 が、有効である。人格主義的な価値 システムにおいて、第二の重要な原則 である相互扶

助原則は、公共の福祉の配慮の下 に、自己実現化の達成のための、人間の連帯的結びつきを要求

す るのである。上述 のことか ら、 さらに、人格的価値充足の実現へ向けた、人間の共同社会責任

が、導 き出 される。

社会政策 的に、人は、以下の よ うに述べることができる。す なわち、連帯主義は、一方では、

個人主義 と個人主義 に近 い資本主義 との間と、他方では、社会主義 と共産主義 との間を調整する

社会システムを要求す る、と。集産主義的社会主義は、個人主義的資本主義 と同様 に人格主義者 ・

達によって、拒絶 され る。なぜな ら、一方の集産主義的社会主義は、人格主義の諸要求に反 して、

,人格に対す る社会の優位 に、および、 もう一方の個人主義的資本主義は、人格に対する生産関係

の優位 に、基 づい てい るか らで あ る。 人格 主義 の意 味にお ける、人 間解 放へ の道(Weg　 zur

Befreiung des Menschen)は 、人格 主義的社会主義、社会的人格主義、あるいはキ リス ト教的人格

主義を通 じて、人格主義の支持者(社 会政策的立場 に応 じて)の 考えに通 じている。

人格 的 自己保存に基づ く欲求、そ して、 さらに、 自己展開(成 長、発展)に 基づ く欲求は、自

由と自己決定能力を前提 とす る。双方 の目標の実現化は、我々の考えによれば、民主主義的な社

会秩序や経済秩序を、最 も速 く達成す ることができる。 とい うのは、人格の 自由な展開は、民主



主義において、憲法上保証 され ているか らである(基 本法)。

上述の箇所に対 して、規範的考察方法の批判者達か ら、次のよ うな異議が唱えられ るだろう、

すなわち、価値前提 は確かに、一般に承認す ることができるが、 しかし人は、価値前提 か ら経営

経済的意思決定のための操作的な判断の諸基準 を導 き出す ことはできない、 と。筆者(シ ュテー

レ)は 、今 しがた 〔筆者の著書 『組織 と管理』1973年 において〕、このことを試みた,そ して、

企業の組織 と管理の領域のために、具体化 された状況特有の形成の勧めを展開 したのである。46)

結論 として、経営経済学は、科学それ 自体のために営まれ るのではな く、む しろ、社会 につい

ての科学の職務機能に気づ くべ きであった、ということが指摘 されるべきである。経営経済的研

究は、所与の任務設定に際 して、 目的合理的行動 を追求するために縮小 され る必要 はないので

ある。科学的研究成果 は、常に、社会に関連づけられている。 〔エル ヴァイン(Th.Ellwein)に よ

れば〕 「その研究成果 固有の条件で もある自由のために、それ ゆえ、科学 は、社会の関与の意識

において、そ して、社会に関す る科学の行為の結果の意識 において、営まれ る必要がある。科学

は、例えば、見せかけの没価値性 への退却を通 して、あるいは批判的省察の断念を通 して、科学

に不当に要求されるところのことを避けるとするなら、科学は無意識に、そ して、そのために、

特に効果 的に、存続する諸関係 と、その諸関係において基礎 となっている 目的、価値観 、および

支配機構 の職務 に奉仕す るし、場合によっては、それ ゆえ、支配的な諸権力の非合理 な決定の職

務に奉仕す るのである」。47)
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